府高教　定時制通信制部交渉（平成29年12月18日）
教職員の負担軽減に関する項目
定時制の課程の学級編制につきましては、平成10年度から実施した総合募集に係わって、新たな学級編制基準を策定し公表している。

また、平成29年度については、学級編制基準を維持しつつ、各校の状況を踏まえ、学級編制を行いました。今後も、各校の状況を踏まえた学級編制を行っていく。
教職員の負担軽減に関する項目
定時制の課程の学級編制は、平成10年度に公表いたしました「定時制の課程学級編制基準」に基づくこととしている。平成29年度につきましても、「学級編制基準」を維持しつつ、各学校の状況も踏まえ、学級編制をおこなったところ。今後も、各校の状況を踏まえた学級編制を行っていく。

教職員の負担軽減に関する項目
平成28年度以降の高等学校の入学者選抜制度については、平成26年11月「大阪府公立高等学校入学者選抜改善方針」を公表し、選抜の機会、選抜の日程についても、高等学校における教育活動に与える影響に十分配慮し、受験機会を原則一本化し、一般選抜の日程を３月の初・中旬としたところ。

また、平成29年度選抜においては、入学者選抜制度改善に伴い、一般入学者選抜の実施時期を早めたことにより、二次入学者選抜についても繰り上げて実施することとした。

平成30年度選抜についても、同様の考え方で日程を設定している。
教職員の負担軽減に関する項目
高等学校の入学は、学力検査の成績等を資料として行う入学者の選抜に基づいて、校長が許可することと定められているところ。

また、二次選抜において、いずれの入学者選抜にも合格していない者等を対象に、募集人員を満たすよう合格者を決定している。
教職員の負担軽減に関する項目
定時制の課程の学級編制につきましては、平成10年度から実施した総合募集に係わって、新たな学級編制基準を策定し、原則として本基準に基づき行っているところ。

なお、１クラス35人を基本に学級展開しているエンパワメントスクールにおいても、他校と同様に、国が定める40人という標準に基づき教員を配置しているところ。

教職員の負担軽減に関する項目
入学者選抜における募集人員は毎年、11月の教育委員会会議の議決後に公表しています。また、これまで３月に再履修者及び留年者対応の学級設置を行ってきた。

今後も、学校の状況を踏まえ、留年者対応の学級設置等が行えるよう関係課と協議していく。
教職員の負担軽減に関する項目
実習教員については、国標準を上回る定数を削減するとともに、校務員業務については退職した後を補充しないでアウトソーシングを行うことにより定数を削減していくものであり、ご理解願いたい。今後とも、一層適正な定数管理に努めてまいりたい。

府立高等学校については、平成23年度から、授業料無償化による業務軽減に加え、学校事務業務の集約化、受付窓口業務の改善等により、学校事務の運営体制の見直しを行ったもの。

また、平成26年度からの高校授業料無償化制度の見直しに伴う事務処理体制については、事務の性質等を総合的に勘案し、平成27年度より賃金職員の活用により対応したところ。

平成30年度以降の事務処理体制につきましては、校長ヒアリング等を通じ、事務室の状況把握に努めており、学校運営に支障をきたさないよう、適切に対応する。
教職員の負担軽減に関する項目
「府立高等学校特色づくり・再編整備計画（全体計画）」において再配置した夜間定時制は、夜間という条件の中で学習する生徒の就学を支援するため、単位制及び二学期制を導入し、多様な教育課程を編成することとした。

また、週当たりの授業時間数の少ない夜間定時制の課程において、多様な生徒のニーズにきめ細かく応え、柔軟な学習を支援するためゼロ時限目授業、土曜開講を導入するなど、教育内容の充実に努めているところ。

校時については通学時間を考慮し、授業開始時刻をこれまでの17:30から30分繰り下げ、概ね18:00とし、運用していただいているところ。

　今後とも、夜間定時制教育の一層の充実に努めてまいりたい。

教職員の負担軽減に関する項目
現在の定通併修制度は、生徒・教員の負担軽減を図りながら、教育効果をあげ、３年間での卒業を可能とするためのもの。

教育課程については、法令及び高等学校学習指導要領、並びに「大阪府立高等学校教育課程基準」に基づき、各学校において地域や学校の実態等を十分考慮して編成されるもの。

その編成に当たっては、生徒の特性、進路等に応じた多様な教科・科目を設け、生徒が自由に選択履修することのできるように配慮する必要がある。

定通併修による単位認定については、この趣旨に則り、「通信制の課程との併修により修業年限を３年以上とする定時制の課程における教育課程編成上の留意事項について」により定めているところであり、各学校においては、生徒の状況等に応じて適切に実施していると理解している。

今後とも、制度の適切な運用に努めていく。
教職員の負担軽減に関する項目

勤労青年の高等学校夜間定時制の課程及び通信制課程への修学を促進し、教育の機会均等を保障することを目的に、教科書無償給与を実施してきたところだが、２０１４（平成２６）年度より、授業料無償化制度見直しの財源を活用して、大阪府内に在住する低所得世帯の高校生の保護者に対し、授業料以外の教育費の経済的負担を軽減するために、奨学のための給付金制度が創設された。

この給付金の対象経費には教科書も含まれることから、制度の導入に際して事業再編を行い、教科書無償給与は２０１４（平成２６）年度入学生から廃止することとなったが、奨学のための給付金は、教科書費だけでなく、教材費や学校徴収金、学用品など広く授業料以外の教育経費を給付対象とする制度であることから、この中で府立高校生全体にかかる支援を行っていく。
教職員の負担軽減に関する項目
夜間課程を置く高等学校の給食につきましては、平成20年度からは全校において、デリバリー給食を実施してきた。しかしながら、年々喫食率が減少し、一部の学校においては、喫食する生徒がいないという事態が生じ、また、喫食率が減少することにより一食あたりの単価が上昇し、それによってさらに喫食率が減少するということとなった。このため、平成28年度は受注業者が見込めない状況となったことから、事業を縮小せざるをえず、ある程度の喫食が見込める学校において事業を実施することとした。

なお、事業を休止した（喫食率が低い）学校については、一定の条件を満たすなど、状況の変化があった場合には、再開を検討することとしている。

29年度は一定の条件を満たした1校について給食を再開している。
教職員の検食の費用負担軽減に関する項目
１食あたりの単価については、喫食数の減少等の理由により、上昇傾向にありますが、生徒負担分・教職員負担分を含め、入札により価格を決定しているところ。

検食の費用を府費で負担することは困難であると考えている。

教職員の負担軽減に関する項目
桃谷高校は、平成17年度にⅠ・Ⅱ・Ⅲ部を設置する多部制単位制高校として再編し、それまでの取組を踏まえながらより充実した教育を推進するため、定時制専用棟の増築などの整備を行った。
異動の基準に関する項目
教職員人事におきましては、「大阪府公立学校教職員人事基本方針」を定め、これに基づき実施している。今後とも各学校の実情に応じて教職員の適正な配置を図り、学校に清新の気風を醸成するとともに、教職員の経験を豊かにし、資質の向上を図るため、校長の具申を基に計画的に進めていきたい。

なお、人事異動を進めるにあたっては、各学校の円滑な運営体制を確保するという観点を十分に踏まえ、人事に関する調書、校長・准校長からのヒアリング等を通じ、本人の通勤事情等についても把握した上で、適切に行ってまいりたい。

労働環境の改善、教職員の負担軽減に関する項目
空き教室を含めた教室の配置運営については、各学校において決定していただいているところであり、全定供用教室の運用についても現有施設の範囲内での検討をお願いする。

なお、定時制独立校舎の設置については、財政難の折困難である。

教職員の研修に関する項目
教員は教育公務員特例法第21条の規定からも、その職責を遂行するために、絶えず研究と修養に努めなければならないことから、研修は大いに奨励されなければならないもの。

教育公務員特例法第22条第2項に基づく勤務場所を離れて行う研修については、勤務時間中に職務に専念する義務を免除され、有給で行われるものであることから、承認研修としてふさわしい内容、意義を有することはもとより、府民から十分理解が得られるよう、適切な運用が行われなくてはならない。

また、研修の承認権は校長・准校長にあるが、上記のような趣旨に沿った適切な運用がなされるよう、引き続き、各府立学校長に対して周知・徹底を図ってまいりたい。

なお、長期休業中の研修に関し、勤務時間の割振り変更を行うことについては、上記の趣旨等に照らして困難であると考えている。

教職員の負担軽減に関する項目
平成26年度からの高校授業料無償化制度の見直しに伴う事務処理体制については、事務の性質等を総合的に勘案し、平成27年度より賃金職員の活用により対応したところ。
平成30年度以降の事務処理体制につきましては、校長ヒアリング等を通じ、事務室の状況把
握に努めており、学校運営に支障をきたさないよう、適切に対応する。

教職員の負担軽減に関する項目
高校生等への修学支援については、所得制限を導入した現行の高等学校等就学支援金制度の開始や授業料以外の教育費負担を軽減するための高校生等奨学給付金の創設等から３年が経過した。

このため、国（文部科学省）においては、国会審議における附帯決議も踏まえ、本年４月に「高校生等への修学支援に関する協力者会議（以下、「協力者会議」という。）」が設置され、高等学校等就学支援金及び高校生等奨学給付金を中心とする高校生等への修学支援について、制度改正による効果や影響等について検証し、取り組むべき課題や講ずべき措置等について、学識経験者等の協力を得て検討が行われているところ。

府教委としても、一昨年11月及び昨年７月に文部科学省の担当者と意見交換する場があり、
これら附帯決議を踏まえ、所得制限について見直すよう、とりわけ、定時制・通信制はそこで学ぶ生徒にとって高校修学のセーフティネットとなっていることから先行的に所得制限撤廃をするよう、しっかりと要望したところ。

また、文部科学省からの招へいに応じ、本年6月に開催された第2回協力者会議に出席し、原級留置等により修業年限を超過した生徒の卒業支援や、寄附金税額控除などによる課税額の変動により判定結果に不公平が生じている所得要件の判定基準の見直し、及び多子世帯等への支援の拡充を検討いただけるよう、お願いしたところ。

なお、府独自で授業料及び授業料以外の学費を無償化することは困難。

事務負担の軽減については、就学支援金の申請様式について、昨年度は生徒異動・保護者等異動に伴い、学校が作成し当課に提出いただく「一覧」を廃止するとともに、当課が作成し学校を通じて配付する資格認定通知と支給決定通知書との統合を行った。また、今年度は奨学のための給付金の申請書の様式を変更し、申請者欄を自署とすることで、署名欄をなくすこととした。

文部科学省担当者との意見交換の場においても、就学支援金の所得制限の撤廃のほか、奨学給付金の給付格差の解消など学校現場の事務負担の軽減にもつながる見直しについても、併せてしっかりと要望したところ。

今後とも、学校現場など各方面からの要望、他府県の状況なども注視しながら事務改善に努める。併せて、機会あるごとに国への要望など制度改善にも引き続き努める。
教職員の負担軽減に関する項目
不登校の生徒や高校生活に不安がある生徒に対する教育相談体制の充実に向けて、平成23年度より「障がいのある生徒の高校生活支援事業」において、臨床心理士の資格を有するスクールカウンセラーを、全ての府立高校に配置している。

　定時制・通信制の課程で学ぶ多様な状況にある生徒に対する支援の充実については、多角的な観点からの支援が必要であると考えている。
生徒の問題行動等の背景には、心の問題とともに家庭等の厳しい状況もあり、平成２８年度から「様々な課題を抱える生徒の高校生活支援事業」において、様々な課題を抱える生徒が多く在籍する府立高校定時制の課程４校に対してＳＳＷを配置している。また、今年度の新規事業「課題早期発見フォローアップ事業」においても、定時制課程４校にＳＳＷを配置している。

今後、各学校に配置しているスクールカウンセラーとの連携を促進する等の取組みの成果について、フォーラムなどの機会を通して共有していく。
教職員の負担軽減に関する項目
養護教諭につきましては、定数事情が依然厳しい状況にある中、教育振興室とともに各学校の実情や取り組み状況などのヒアリングを行い、いじめや不登校など「心身の健康問題」を抱える生徒が多い学校などに複数配置を行ってきたところであり、今年度は88校において複数配置を行った。

府の財政状況は極めて厳しい状況にありますが、今後とも、各学校の状況を勘案し、適切な配置に努めてまいりたい。

手当に関する項目
定時制通信教育手当については、平成16年度に皆様方と協議のうえ、見直したもの。
また、非常勤講師の報酬に対して、一般職員に支給されている定時制通信教育手当相当額を加算することは困難。

時間外勤務に関する項目
勤務時間の割振り変更については、平成26年2月に時間外勤務の縮減を進め、教職員の業務負担軽減を図ることを趣旨として、適切且つ柔軟に運用できるように教育長通達の改正を行ったところ。
週休日の振替に関する項目
勤務時間条例において「週休日に特に勤務することを命ずる必要がある場合には、週休日を人事委員会が定める期間内（勤務を命ずる日を起算日とする前４週間・後８週間以内、教育職員は前４週間・後１６週間以内）に他の日へ振り替えることができる。」こととしている。
なお、週休日における勤務時間命令が３時間４５分又は４時間の場合についても、同様に他の日への振り替えを可能としている。

教職員の自動車通勤に関する項目
　教職員の自動車通勤については、校内における事故及び交通事故の防止、環境保全の観点等から、従来から自粛を求めるとともに、平成13年11月16日付け「自家用自動車等の使用による通勤認定事務等の適正化について(通知)」により各府立学校長に対し、自動車通勤の認定要件を示している。

また、認定を行う際の具体的内容につきましては、平成28年７月１日より親族の介護や通勤時間短縮の明文化など、取扱い通知の見直しを行ったところ。

教職員の負担軽減に関する項目
日本語指導については、国の第６次教職員配置改善計画の帰国子女教育の充実のための定数を活用して、本年度は8校に対して12名の教員を加配しているところ。

定時制の課程については、非常勤講師を配置しているが、今後ともヒアリング等を通じて、各学校の実情をていねいに把握し、適切に対応している。

また、「日本語教育学校支援事業」において、学校からの要望に応じて、日本語教育学校支援専門員の派遣、教育サポーター、多言語チューター及び多言語学習支援員の配置を行っています。今後も、日本語指導をはじめとした修学支援の充実に向けて、取組みを進めていく。

教職員の負担軽減に関する項目
校務処理システムについては、円滑な運用のため、電話及びメールによるサポート窓口（府立学校ネットワークサポートセンター）を設置し、操作方法等に関するサポートを行っているところ。

校務処理システムの運用については、使いやすいシステムにするべく必要に応じて改修を行っている。また、各学校では、状況に対応した工夫をしながら、活用していただいているところ。
今後も、校務処理システムを各学校で活用していただけるよう、改善策を検討していきたいと考えている。
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